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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

 

回次 第48期中 第49期中 第50期中 第48期 第49期

会計期間

自　令和２年
　　２月１日
至　令和２年
　　７月31日

自　令和３年
　　２月１日
至　令和３年
　　７月31日

自　令和４年
　　２月１日
至　令和４年
　　７月31日

自　令和２年
　　２月１日
至　令和３年
　　１月31日

自　令和３年
２月１日
至　令和４年
１月31日

売上高 (千円) 129,575 163,465 185,877 307,021 354,058

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) △10,848 11,281 11,630 14,954 20,288

中間（当期）純利益又
は純損失（△）

(千円) △11,336 10,793 11,142 27,122 37,213

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 94,000 94,000 94,000 94,000 94,000

発行済株式総数 (株) 11,275 11,275 11,275 11,275 11,275

純資産額 (千円) 1,158,980 1,208,231 1,236,617 1,197,438 1,234,652

総資産額 (千円) 2,957,017 2,996,835 3,015,423 2,981,085 3,001,774

１株当たり純資産額 (円) 102,792.06 107,160.17 109,677.82 106,202.94 109,503.46

１株当たり中間（当
期）純利益又は純損失
（△）

(円) △1,005.42 957.22 988.17 2,405.46 3,300.51

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)
純利益

(円) ― ― ― ― ―

1株当たり配当額 (円) 無配 無配 無配 無配 無配

自己資本比率 (％) 39.19 40.32 41.01 40.17 41.13

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 7,410 22,278 26,357 43,783 34,756

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,210 △1,247 △5,603 △2,745 △19,408

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △13,629 △9,274 △10,404 △24,725 △16,906

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 79,936 116,436 113,471 104,678 103,121

従業員数
〔外、平均臨時
雇用人員〕

(人)
20 20 25 20 20

〔14〕 〔25〕 〔33〕 〔15〕 〔32〕
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(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　売上高には消費税等は含まれておりません。

３　当社は、関連会社に対する投資がないので、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりませ

ん。

４　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

５　従業員数は、就業人員を表示しております。

 

２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、重要な変更はありません。

３ 【関係会社の状況】

当社には関係会社はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

令和４年７月31日現在

従業員数(人) 25〔33〕
 

(注) １　従業員数は就業人員数であります。

２　臨時従業員数は〔　〕内に当中間会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)を外数で記載しております。

３　当社は、ゴルフ場の経営及びこれに付帯する業務を営む単一セグメントであるため、セグメント情報に関連

付けての記載を省略しております。

 
(2) 労働組合の状況

労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

２ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断

に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」につ

いて重要な変更はありません。

 

なお、当社の金融機関からの借入金残高は営業活動からのキャッシュフローに比して高水準にあり、また会員預

り金（預託金）は返還請求据置期間を経過しているため請求があれば返還に応じる必要がありますが、すべての請

求に対して一括して応じることは困難な状況にあり、係る状況において、継続企業の前提に関する重要な疑義が存

在していると認識しております。

こうした状況を解消するため、事業再生プログラムを実施して入場者数の増加、客単価の増加、運営経費の削

減・適正化を図った結果、キャッシュフローに一定の改善が得られ、金融機関からの借入金の返済について安定的

に実行可能な内容で合意にいたっております。また、預託金についても、償還方法について個別に交渉を続けた結

果ほとんどの会員様から分割償還の了承を頂いております。今後もこうした対応を継続してまいりますが、ゴルフ

業界を取り巻く環境や近隣コースとの競争環境には厳しいものがあり、現時点では継続企業の前提に関する重要な

不確実性が完全には解消されていないと認識しています。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(経営成績等の状況の概要)

当社には子会社がなくゴルフ場の経営以外行っておりませんので、セグメントの記載はしておりません。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　　当中間会計期間における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染が再拡大を繰り返す中で、社会経済活動の

正　

　常化に向けた動きがみられるものの、ウクライナ情勢による原材料、エネルギー及び物流コスト等の高騰により、

　依然として先行き不透明な状況が継続しております。

中国地方のゴルフ業界においては、入場者が前年比3.8％増加しております。当社は入場者確保対策として、食

堂メニューの変更、管理の更なる徹底、来場しやすい雰囲気作り等に取り組んでまいりました。種々のキャンペー

ンも実施し、リピート客の誘導に全力を注ぎました。結果、入場者は、28,755人（2月～7月）と前年比11.4％増

加、売上高は、185,877千円と14％の増加となりました。利益につきましては、経常利益11,630千円（前年同期経

常利益11,281千円）と前年同期比350千円改善しており、中間純利益11,142千円（前年同期中間純利益10,793千

円）と前年同期比350千円改善しました。下半期も、食堂部門において季節メニューを取り入れ、コース管理の更

なる徹底を図り、お客様に楽しく気持ちよいプレーができるよう努力してまいります。販売促進強化、サービスの

向上により、入場者数確保に努め利益確保を目指します。

(注)　上記金額には消費税等は含まれておりません。

(2) キャッシュ・フロー

当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下資金という)は、前事業年度末に比べ10,350千円増加し、

113,471千円となりましたが、当中間会計期間における各キャッシュフローにつきましては、次のとおりでありま

す。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

入場者確保に全力を注いだ結果、入場者数・売上高共に増加し、営業キャッシュフローはプラスとなっていま

す。

当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は、26,357千円（前年同期22,278千円）となりました。

これは主に減価償却による内部留保と中間純利益の計上によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間において、投資活動として支出された資金は5,603千円（前年同期支出額1,247千円）となりま

した。これは主に有形固定資産の取得によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間において財務活動の結果支出された資金は、10,404千円（前年同期支出額9,274千円）となり

ました。これは短期借入金の増減6,125千円、会員預り金の返還2,260千円、長期未払金の支払1,019千円による

ものです。
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(収容能力、来場者数、営業収入の状況)

(1) 収容能力

当クラブのコースは、３コース27ホールからなり、すべてのコースを利用すると１日90組、360名の収容が可能

ですが、芝生の保護育成のため、また来場者に快適なプレーをしていただくために、平日時には２コースのみの使

用とし、土日祝日時には３コース全てを使用しております。

 

(2) 来場者数実績

 

第49期　上半期
自　令和３年２月１日
至　令和３年７月31日

第50期　上半期
自　令和４年２月１日
至　令和４年７月31日

年月
会員
(人)

ビジター
(人)

計(人)
営業
日数
(日)

１日平均
来場者数
(人)

年月
会員
(人)

ビジター
(人)

計(人)
営業
日数
(日)

１日平均
来場者数
(人)

3.2 1,622 2,527 4,149 27 153 4.2 1,097 3,523 4,620 28 165

3 1,741 2,372 4,113 31 132 3 1,272 3,643 4,915 31 159

4 1,415 2,951 4,366 29 150 4 1,362 3,231 4,593 29 158

5 1,515 3,421 4,936 31 159 5 1,571 4,063 5,634 31 182

6 1,423 2,573 3,996 30 133 6 1,384 3,085 4,469 30 149

7 1,212 3,045 4,257 29 146 7 1,373 3,147 4,524 31 146

合計 8,928 16,889 25,817 177 145 合計 8,063 20,692 28,755 180 160

比率 34.6％ 65.4％ 100.0％   比率 28.0％ 72.0％ 100.0％   
 

 

(3) 営業収入の実績

 

区分
第49期　上半期

自　令和３年２月１日
至　令和３年７月31日

第50期　上半期
自　令和４年２月１日
至　令和４年７月31日

ラウンドフィー 112,588 (千円) 　126,247　(千円)

売店売上等収入 3,691 3,347

食堂売上高 33,854 43,336

会員年会費等収入 12,653 12,177

その他の収入 679 770

合計 163,465 185,877
 

(注)　上記金額には消費税等は含まれておりません。
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(経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容)

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものです。

１．提出会社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュフローの状況に関する分析・検討内容

(1)財政状態の分析

  （資産の部）

当中間会計期間の資産の部合計は、前事業年度に比較して13,649千円（0.5％）増加し、3,015,423千円となりまし

た。

流動資産は同18,156千円（15.1％）増加し、138,404千円となりました。この主な要因は現金及び預金同等物

10,350千円の増加及び売掛金2,808千円の増加によるものです。

固定資産は同4,507千円（0.2％）減少し、2,877,019千円となりました。この主な要因は有形固定資産5,220千円の

減少によるものです。

  （負債の部）

当中間会計期間の負債の部合計は前事業年度と比較して、11,683千円（0.7％）増加し、1,778,806千円となりまし

た。

流動負債は同16,733千円（1.3％）増加し、1,257,165千円となりました。この主な要因は前受金12,756千円の増加

によるものです。

固定負債は同5,050千円（1.0％）減少し、521,641千円となりました。この主な要因は、会員預り金10,000千円の

減少によるものです。

 （純資産の部）

当中間会計期間の純資産の部合計は、前事業年度の純資産の部合計と比較して1,966千円（0.2％）増加し、

1,236,617千円となりました。この主な要因は、中間純利益の計上によるものです。

(2)キャッシュ・フローの分析

 「３　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(2)キャッシュ・フロー」に記

載のとおりです。

(3)経営成績の分析

 「３　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(1)財政状態及び経営成績の状

況」に記載のとおりです。

　

　２．資本の財源及び資金の流動性

当社における資金需要は、主にコースの維持整備にかかる改造費用とコース管理機械や老朽設備の更新です。　

事業活動の維持拡大に必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保する事を基本方針としており、営業活動・投資活

動とも内部資金を財源として行う事を基本としています。なお、今年度において重要な資本的支出の予定はありま

せん。

４ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において経営上の重要な契約等はありません。
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５ 【研究開発活動】

サービス業のため特に研究開発活動は行っておりません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【主要な設備の状況】

　当中間会計期間における設備投資の総額は設備投資の総額は4,450千円（消費税抜き）であり、これらは、機械装置の

取得4,450千円によるものです。

２ 【設備の新設、除却等の計画】

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はありません。

また、新たに確定した設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000

計 20,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末現在
発行数(株)

(令和４年７月31日現在)

提出日現在
発行数(株)

(令和４年10月28日現在)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,275 11,275 該当事項なし (注)

計 11,275 11,275 ─ ─
 

(注)　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式です。

　　　当社は単元株制度を採用していないので、単元株式はありません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

 

年月日

発行済株式総数(株) 資本金(千円) 資本準備金(千円)

発行済株式
総数増減数

発行済株式
総数残高

資本金増減額 資本金残高
資本準備金
増減額

資本準備金
残高

令和４年２月１日
令和４年７月31日

― 11,275 ─ 94,000 ― 644,109
 

 

 

(5) 【大株主の状況】

令和４年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に対
する所有株式数
の割合(％)

耕三寺　弘　三 広島県尾道市 115 1.02

山陽建設 株式会社 広島県三原市宮沖1丁目13-7 110 0.98

株式会社 富士鉄工所 広島県三原市中之町1丁目21-3 85 0.75

株式会社　ミノリフーズ 広島県三原市皆実1丁目24-22 65 0.58

今治造船 株式会社 広島県三原市幸崎町544-13 60 0.53

しまなみ信用金庫 広島県三原市港町1-8-1 30 0.27

村　井　弘　明 広島県尾道市 20 0.18

計 － 485 4.30
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

令和４年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,275
 

11,275
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 11,275 ― ―

総株主の議決権 ― 11,275 ―
 

 

② 【自己株式等】

令和４年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令　第38号)

に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(令和４年２月１日から令和４年７月31

日まで)の中間財務諸表について、公認会計士・浅田勝彦氏により中間監査を受けております。

 

３　中間連結財務諸表について

当社は子会社を有していないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(令和４年１月31日)
当中間会計期間
(令和４年７月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 103,121 113,471

  売掛金 9,738 12,545

  棚卸資産 1,975 2,020

  その他 9,645 14,737

  貸倒引当金 △4,230 △4,370

  流動資産合計 120,248 138,404

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 17,528 17,001

   構築物（純額） 132,531 127,347

   機械及び装置（純額） 11,359 14,107

   コース勘定 1,924,799 1,924,799

   土地 723,202 723,202

   その他（純額） 28,834 26,578

   有形固定資産合計 ※1  2,838,253 ※1  2,833,034

  無形固定資産 4,690 4,250

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 36,583 36,583

   その他 2,000 3,152

   投資その他の資産合計 38,583 39,736

  固定資産合計 2,881,526 2,877,019

 資産合計 3,001,774 3,015,423

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 666 607

  未払金 16,495 15,614

  短期借入金 ※2  1,209,949 ※2  1,203,824

  未払法人税等 977 489

  契約負債 - 9,967

  その他 12,345 26,664

  流動負債合計 1,240,432 1,257,165

 固定負債   

  会員預り金 447,950 437,950

  退職給付引当金 5,364 5,625

  株主、役員又は従業員からの長期借入金 4,000 3,000

  長期未払金 69,377 75,066

  固定負債合計 526,691 521,641

 負債合計 1,767,123 1,778,806

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 94,000 94,000

  資本剰余金   

   資本準備金 644,109 644,109

   その他資本剰余金 1,075,871 1,075,871

   資本剰余金合計 1,719,979 1,719,979

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △579,328 △577,362
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   利益剰余金合計 △579,328 △577,362

  株主資本合計 1,234,652 1,236,617

 純資産合計 1,234,652 1,236,617

負債純資産合計 3,001,774 3,015,423
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② 【中間損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 令和３年２月１日
　至 令和３年７月31日)

当中間会計期間
(自 令和４年２月１日
　至 令和４年７月31日)

売上高 163,465 185,877

売上原価 95,576 112,048

売上総利益 67,890 73,829

販売費及び一般管理費 ※1  48,144 ※1  56,290

営業利益 19,746 17,539

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 3 3

 その他 1,239 3,452

 営業外収益合計 1,242 3,455

営業外費用   

 支払利息 9,519 9,030

 支払保証料 180 180

 雑損失 9 154

 営業外費用合計 9,707 9,364

経常利益 11,281 11,630

税引前中間純利益 11,281 11,630

法人税、住民税及び事業税 489 489

法人税等調整額 - -

法人税等合計 489 489

中間純利益 10,793 11,142
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

 前中間会計期間(自 令和３年２月１日 至 令和３年７月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金 資本準備金 その他資本剰余金

その他利益剰余金
株主資本合計

繰越利益剰余金

当期首残高 94,000 644,109 1,075,871 △616,541 1,197,438 1,197,438

会計方針の変更によ

る累積的影響額
      

会計方針の変更を反映

した当期首残高
      

当中間期変動額       

中間純利益    10,793 10,793 10,793

当中間期変動額合計 - - - 10,793 10,793 10,793

当中間期末残高 94,000 644,109 1,075,871 △605,748 1,208,231 1,208,231
 

 

 当中間会計期間(自 令和４年２月１日 至 令和４年７月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金 資本準備金 その他資本剰余金

その他利益剰余金
株主資本合計

繰越利益剰余金

当期首残高 94,000 644,109 1,075,871 △579,328 1,234,652 1,234,652

会計方針の変更によ

る累積的影響額
- - - △9,176 △9,176  

会計方針の変更を反映

した当期首残高
94,000 644,109 1,075,871 △588,504 1,225,476 1,225,476

当中間期変動額       

中間純利益    11,142 11,142 11,142

当中間期変動額合計 - - - 11,142 11,142 11,142

当中間期末残高 94,000 644,109 1,075,871 △577,362 1,236,617 1,236,617
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 令和３年２月１日
　至 令和３年７月31日)

当中間会計期間
(自 令和４年２月１日
　至 令和４年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益 11,281 11,630

 減価償却費 8,396 10,110

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 654 261

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 30 140

 受取利息及び受取配当金 △3 △3

 支払利息 9,699 9,210

 売上債権の増減額（△は増加） △6,481 △5,006

 棚卸資産の増減額（△は増加） △186 △46

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △1,492 △2,932

 仕入債務の増減額（△は減少） 357 △59

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 11,000 12,562

 小計 33,256 35,867

 利息及び配当金の受取額 3 3

 利息の支払額 △10,004 △8,536

 法人税等の支払額 △977 △977

 営業活動によるキャッシュ・フロー 22,278 26,357

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △663 △4,450

 その他の支出 △584 △1,153

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,247 △5,603

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △4,238 △1,000

 短期借入金の純増減額（△は減少） - △6,125

 会員預り金の返還による支出 △2,980 △2,260

 長期未払金の返済による支出 △2,056 △1,019

 財務活動によるキャッシュ・フロー △9,274 △10,404

現金及び現金同等物に係る換算差額 - -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,758 10,350

現金及び現金同等物の期首残高 104,678 103,121

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  116,436 ※1  113,471
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

当社の金融機関からの借入金残高が高水準にあり、また会員預り金は返還請求据置期間を経過おりますが、すべて

の返還請求に対して一括して応じることは困難な状況にあり、係る状況において、継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在しております。こうした状況を解消するため、入場者数の増加、客単価の改善、運営経費の削減・適正化等

を図ってキャッシュフローを確保するとともに、金融機関の協力を受けて安定的に実行可能な返済条件を得ており、

預託金に関しても個別に交渉して分割償還のご了承を頂いております。今後もこうした対応を継続してまいります

が、ゴルフ業界を取り巻く環境や近隣コースとの競争環境には厳しいものがあり、現時点では継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が完全には解消されていないと認識しています。

　なお、中間財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性は中間財務諸

表には反映しておりません。

 

(重要な会計方針)

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 棚卸資産

・評価基準…原価基準

・評価方法…最終仕入原価法

 

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しています。{ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)並びに平成28年4月

1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しています。}

(2) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法によっています。

(3) 無形固定資産

定額法を採用しています。

 

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えて、個別の回収可能性を加味して回収不能額を計上しています。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職金給付に備えるため、当中間期末における退職給付債務の見込額に基づき、計上してます。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算は、退職給付に係る自己都合要支給額に係数（昇給率係数及び割引係

数）を乗ずる方法を適用しています。

 

４　収益及び費用の計上基準

 約束した財またはサービスの支払が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれ

る金額で収益を認識しています。

ラウンドフィーは、顧客のゴルフコース利用を履行義務として識別し、顧客のゴルフコース利用時点で収益を認識

しています。売店等売上は売店等で物品を販売し、また、食堂売上は食堂で食事の提供を行った時点でそれぞれ収

益を認識しています。

年会費等収入は、会員に対してゴルフ場施設の利用機会を提供することを履行義務として認識し、当該履行義務は

時の経過につれて充足されるため、年会費の期間の経過に応じて収益を認識しています。

 
5　中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手元現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

6　その他中間財務諸表作成のための重要な事項

(1) 消費税等の会計処理
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税抜き方式によっています。
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（会計方針の変更）

１．収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を

当中間会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交

換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、

当中間会計期間の期首より前に新たな会計方針を適用した場合の累積的影響額を、当中間会計期間の期首の利益剰余金

に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。この結果、当中間会計期間の中間貸借対照表は、収

益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、契約負債が9,967千円増加しております。当中間会計期間の中間損益計算書

は、収益認識会計基準等の適用を行う前に比べ、売上高、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益がそれぞれ791千円

減少しております。また、当中間会計期間の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、中間株主資本等変

動計算書の繰越利益剰余金の期首残高は、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて9,176千円減少しております。

 
２．時価算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等

を当中間会計期間の期首から適用し、「時価算定会計基準」第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準

第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針

を、将来にわたって適用することとしました。なお、中間財務諸表に与える影響はありません。

　また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行う事としま

した。ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（令和２年３月６

日内閣府令第９号）附則第３条第２項により、経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前事業年度に係るものについ

ては記載しておりません。

 
（表示方法の変更）

該当事項はありません。
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（中間貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む）は次のとおりです。

 
前事業年度

(令和４年１月31日)
当中間会計期間
(令和４年７月31日)

有形固定資産の
減価償却累計額

3,046,125千円 3,055,476千円
 

担保に供されている資産は次のとおりです。

 
前事業年度

(令和４年１月31日)
当中間会計期間
(令和４年７月31日)

建物 8,497千円 8,279千円

土地 723,202千円 723,202千円

合計 732,156千円 731,480千円
 

 

※２　担保に付されている債務は次のとおりです。

 
前事業年度

(令和４年１月31日)
当中間会計期間
(令和４年７月31日)

短期借入金 1,198,359千円 1,193,065千円
 

 

（中間損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自 令和３年２月１日
至 令和３年７月31日)

当中間会計期間
(自 令和４年２月１日
至 令和４年７月31日)

給与手当 9,149千円 11,344千円

減価償却費 1,229千円 1,301千円

水道光熱費 2,540千円 3,735千円

販売促進費 7,061千円 6,229千円

保守管理費 2,355千円 2,738千円

手数料 5,455千円 6,939千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間(自　令和３年２月１日　至　令和３年７月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首(株) 増加(株) 減少(株) 当中間会計期間末(株)

普通株式 11,275 ― ― 11,275

計 11,275 ― ― 11,275
 

 

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項　　　　　該当事項はありません。

 

３　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項　　　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　該当事項はありません。

 

当中間会計期間(自　令和４年２月１日　至　令和４年７月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首(株) 増加(株) 減少(株) 当中間会計期間末(株)

普通株式 11,275 ― ― 11,275

計 11,275 ― ― 11,275
 

 

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項　　　　　該当事項はありません。

 

３　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項　　　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　該当事項はありません。
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間会計期間

(自 令和３年２月１日
至 令和３年７月31日)

当中間会計期間
(自 令和４年２月１日
至 令和４年７月31日)

現金及び預金勘定 116,436千円 113,471千円

現金及び現金同等物 116,436千円 113,471千円
 

 

 (リース取引関係)

１　ファイナンス　リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　　　　　有形固定資産　

　 　ゴルフカート並びにデジタル複合機をリース契約で利用しております。

②　リース資産の減価償却の方法

　　　　　 重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりです。

 
２　オペレーティング・リース取引

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

前事業年度(自 令和３年２月１日 至 令和４年１月31日)

 

金融商品の時価等に関する事項

　令和４年1月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1)　長期未払金 69,377 65,177 4,200

負債計 69,377 65,177 4,200
 

 
(注) １.「現金及び預金」については、現金であること及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

るものであることから、記載を省略しております。

 
(注) ２.「売掛金」、「未収年会費」、「買掛金」、「未払金」及び「短期借入金」については、短期間で決済され

るため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

 (注）３　以下の金融商品は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載

　　　していません。

区分 貸借対照表計上額(千円）

会員預り金 447,950

役員借入金 4,000
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当中間会計期間(自 令和４年２月１日 至 令和４年７月31日)

金融商品の時価等に関する事項

　令和４年7月31日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を

把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。　

 

 
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1）長期未払金 75,066 70,061 5,005

負債計 75,066 70,061 5,005
 

 

(注) １.「現金及び預金」については、現金であること及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

るものであることから、記載を省略しております。

 
(注) ２.「売掛金」、「未収年会費」、「買掛金」、「未払金」及び「短期借入金」については、短期間で決済され

るため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

 
２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　　 金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

 
　　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

 
　　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

 
　　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

 
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

　レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
　（１）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品

　　　当中間会計期間(令和４年７月31日)

　　　　該当事項はありません。

 
　（２）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

 

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期未払金 － 70,061 － 70,061

負債計 － 70,061 － 70,061
 

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　　長期未払金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券等の時価等関係）

有価証券の保有はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引は行っていません。

 

（資産除去債務関係）

該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当中間会計期間（自 令和３年10月１日 至 令和４年３月31日）　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
一時点で移転される財

及びサービス

一定期間にわたり移転

される財及びサービス

顧客との契約から

生じる収益
外部顧客への売上高

ラウンドフィー 126,247 － 86,778 86,778
売店売上等収入 3,347 － 3,347 3,347
食堂売上高 43,336 － 43,336 43,336
会員年会費等収入 － 12,177 12,177 12,177
その他の収入 770 － 770 770
合計 173,700 12,177 185,877 185,877

 

 

　２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　重要な会計方針「４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当中間会計期間

末に おいて存在する顧客との契約から当中間会計期間の末日後に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する

情報

 
（1） 契約資産及び契約負債の残高等

 当中間会計期間（千円）
契約負債（期首残高） 9,176
契約負債（期末残高） 9,967

 

　契約負債は、自社ポイント制度により算出し計上したものである。

　中間会計期間末の契約負債残高は、下期以降に収益認識に伴い取り崩されます。

 
　（2）残存履行義務に配分した取引価格

　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下の通りであります。

 当中間会計期間（千円）
令和５年１月期下期 9,967
合計 9,967

 

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、ゴルフ場の経営及びこれに付帯する業務を営む単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前中間会計期間(自 令和３年２月１日 至 令和３年７月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

 

 ラウンドフィー 売店収入 食堂収入
会員年会費

その他の収入 合計(千円)
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等収入

外部顧客への
売上高

112,588 3,691 33,854 12,653 679 163,465
 

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

中間損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高のため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

中間貸借対照表の有形固定資産は、すべて本邦に所在している有形固定資産のため、記載を省略しております。

 

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省略しております。
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当中間会計期間(自 令和４年２月１日 至 令和４年７月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

 

 ラウンドフィー 売店収入 食堂収入
会員年会費
等収入

その他の収入 合計(千円)

外部顧客への
売上高

126,247 3,347 43,336 12,177 770 185,877
 

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

中間損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高のため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

中間貸借対照表の有形固定資産は、すべて本邦に所在している有形固定資産のため、記載を省略しております。

 

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額並びに１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前事業年度

(令和４年１月31日)
当中間会計期間
(令和４年７月31日)

(1) １株当たり純資産額 109,503円46銭 109,677円82銭
 

　

項目
前中間会計期間

(自 令和３年２月１日
至 令和３年７月31日)

当中間会計期間
(自 令和４年２月１日
至 令和４年７月31日)

(2) １株当たり中間純利益 957円22銭 988円17銭

 (算定上の基礎)   

 中間純利益 　   (千円) 10,793 11,142

　普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る中間純利益　　(千円) 10,793 11,142

 普通株式の期中平均株式数(株) 11,275 11,275
 

(注)１　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、転換社債、新株引受権付社債を発行しておらず潜在株

式　　

       が存在しないため、記載していません。

 
(注)２　（会計方針の変更）に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準　第29号　令和２年

３　

　　　　　月３１日）等を適用し、「収益認識に関する会計基準」第84項ただし書きに定める経過的な取扱い

　　　　　　に従っている。この結果、当中間会計期間の１株当たり純資産額は883.98円減少し、１株当たり中間純利

           益の金額は70.17円減少している。

(重要な後発事象)

 該当事項はありません。
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(2) 【その他】

特記すべき事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

 

（1）第49期有価証券報告書及びその添付書類

　　 事業年度(第49期)(自　令和３年２月１日　至　令和４年１月31日)令和４年4月26日　中国財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当ありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

 

令和４年10月２１日

三原京覧開発株式会社

取　締　役　会 　御中

 
小西・浅田公認会計士共同事務所
　広島県　福山市

 

 

  公認会計士 浅　　田　　勝　　彦  
 

中間監査意見

　私は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三原京

覧開発株式会社の令和4年2月1日から令和5年1月31日までの第50期事業年度の中間会計期間（令和4年2月1日から令和4年

7月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、中間

キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

　私は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、三

原京覧開発株式会社の令和4年7月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（令和4年2月1日から令

和4年7月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 
中間監査意見の根拠

　私は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準に

おける私の責任は、「中間財務諸表の監査における監査人の責任」に記載されている。私は、我が国における職業倫理

に関する規定に従って、会社から独立しており、 また、 監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。私

は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
継続企業の前提に関する重要な不確実性

　継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、金融機関からの借入金や預託金の残高が高水準であることか

ら、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する

重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注

記に掲載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は反映

されていない。

　当該事項は、私の意見に影響を及ぼすものではない。

 
中間財務諸表に対する経営者並びに監査役の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどう

かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間財務諸表の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体としての中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投
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資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別

に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判

断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中

間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて

監査手続の一部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの

評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・ 中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報

の表示に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連

する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる

かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中

間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、中間財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査

報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財

務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

　　監査人は、 監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重

要　　

　　な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 
利害関係

　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　 上
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（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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